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【資料紹介】

対訳

ILO「変わりゆく環境における公共緊急サー

ビスの社会対話に関するガイドライン」

宮崎伸光

１LＯ（国際労働機関）は「公共緊急サービスに関する合同会議：変わりゆく環境

における社会対話」を，ジュネーブの本部において2003年１月２７日から３１日に

開催し，その最終日に消防，警察，救急医療サービスといった公共緊急サービスに

従事する労働者の健康や権利を守るためのガイドラインを採択した。

ＩＬＯがこの種の会議を開催するのは，1990年の５月９日から１７日にかけて開催

された「消防職員の雇用と労働諸条件に関する合同会議」以来であるが，討議の対

象が「消防」から「公共緊急サービス」に拡大されたこともあり，より広範にわた

る議論が密度濃<展開された。

このＦ公共緊急サービスに関する合同会議」は，ＰＳＩ（国際公務労連：PublicSer‐

viceslntenationaI）の強い働きかけにより，前年６月に急避開催が決定された。

その背景には，2001年にニューヨークで発生したいわゆる「9.11」事件があった。

同事件で世界貿易センターピルが崩壊した際には，救助活動に向かった400名を超

える消防士や警察官がその場で亡くなった。マスコミはそうした人々を英雄のごと

く報じたが，現実にはそうした多大の犠牲を払いながらも，一般の人々が逃げまど

う危険な場所をまさに「職場」とする公共緊急サービスに従事する労働者の労働条

件は．その後必ずしも改善されることはなく，同種の危険を労働者が防御するため

の対策も充分にとられたわけではなかった。PSIは，こうした点に強い危機感を覚

え，ＩＬＯにおける合同会議の開催に向けて極めて精力的な活動を展開した。

なお，ＩＬＯにおいては，1999年６月の総会においてファン・ソマピア事務局長

によって「あらゆるところの女性及び男性にディーセント・ワーク（decent

work）を確保すること」こそILOの主要な目標であると報告されて以来，ディー

セント・ワークを中核に，労働における権利，雇用，社会保護，社会対話の４つの

戦略目標が打ち立てられ，あらゆる活動の再編が進められてきた。そこで，この部
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法学志林第103巻第１号

門別活動プログラムとしては初めての「公共緊急サービスに関する合同会議」では，

消防，警察，救急医療サービスなどの公共緊急サービス部門においてディーセン

ト・ワークを確立するための社会対話（あらゆる関係者間において互いに対等なパ

ートナー関係を認め合いつつ進められる対話）のあり方を基軸として討議が進めら

れた。

ここに訳出したガイドラインには，もとより法的拘束力はない。しかしながら，

世界中から，各国政府代表22名（アドバイザー１８名)，民間使用者代表５名，労

働者代表21名（アドバイザー７名)，およびNGO8組織（オブザーバー参加）の

参加を得て(1)，それぞれの国における実情をふまえ，かつそうした個別事燗を超

えて，社会対話の重要性が再認識されたことは重い。このガイドラインの存在が広

く関係各方面に知りわたり活用されることを切に願い，利用の便を考慮して対訳形

式で紹介することにした。

上に述べた事情により「公共緊急サービスに関する合同会議」の開催は急適決め

られたため，ＩＬＯにおいて開催の準備にかけられた時間は異例の短期間であった。

会議は､事前に周到に単備された討議資料(2)に基づいて進められたが，その困難

な作業が１人の日本人女性によって完壁とも言うべき水準で達成されたことも特筆

に値する。ここに担当されたILO「公共サービス上席専門員（SeniorPublicSer・

viceSpecialist)」である友田シズエさんのお名前を記し，その労苦に心からの敬

意を表す。

本稿は，2002年度法政大学特別研究助成金を受け進められた「消防救急行政の

あり方に関する研究」の成果物の1つである。同研究助成に対し，ここに改めて謝

意を表すとともに，予期せぬ事故により本稿の公表が遅れたことをお詫び申しあげ

る。

(1)各人数は，ＩＬＯ事務局作成「議事録」ＣＷｊｃｏ〃ｔｈｅＰ７ｗ“、9s）所収の参加者リ

ストによる。ただし，「議事録」本文中には，このそれぞれの人数以外にも出席者があ

ったことを伺わせる記述がある。

「議事録」は，以下に公開されている（最終確認，2005年９月１１日)。

http://www､iloorg/public/english/dialogue/Sector/techmeet/jmpesO3/jmpes-n､pdf 

(2)討議資料はⅢ以下に公開されている（最終確認，同上)。

http://wwwj１０.org/public/english/diaIogue/Sector/techmeet/jmpesO3/jmpes-rpdf 
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変わりゆく環境における公共緊急サ

ービスの社会対話に関するガイドラ

イン

Ｇｍｄｅ""ＣＳＯ〃ＳＯＣｉａＪｄｉａＪｏＤ皿ｅｉ〃

pUzblicememe"czノｓｅ７Ｕｉｃｅｓｊｎａ

ｃｈａ"gj"gmUiJwDme〃ｔ

公共緊急サービスに関する合同会議

｢変わりゆく環境における社会対話」は，

2003年１月２７日から３１日までジュ

ネーブで開催され，

本2003年１月３１日に，以下のガイド

ラインを採択する。

TheJointMeetingonPublicEmer‐ 

gencyServices：SocialDialogueina 

ChangingEnvironment、

ＨａｖｉｎｇｍｅｔｉｎＧｅｎｅｖａｆｒｏｍ２７Ｉｏ 

３１Ｊａｎuary2003， 

Adoptsthisthirty-firstdayofJanu‐ 

ary2003thefollowingguidelines： 

Generalconsiderations 総脱

Ａ・経済，社会および治安面の環境が変

わりゆくなかで，公共緊急サービス（PES）

の増強が求められている1゜これらのサ

ービスには，よく訓練され適切な力迅を

備えた労働者が質の高いサービスを給付

し得るように，充分な資金があてられな

ければならない。質の高いサービスとは，

効果的に地域社会のさまざまな面の必要

に応え，サービスを給付する側の高度に

倫理的な行動を特性とするサービスのこ

Ａ・AchangingeconomiQsociaIand

securityenvironmentrequirestheen‐ 

bancementofpublicemergencyserv、

ices（PES)．lSuchservicesmustbe 

adequateIyfundedsothatwell-trained 

andproperIyresourcedworkerscan 

deIiverqualityservices,whichareef 

fective，responsivetodifferentsec 

tionsoｆｃｏｍｍｕｎｉｔｙｎｅｅｄｓａｎｄｄｅ‐ 

finedbyhighstandardsofethica］ｂｅ. 

Ｉ公共緊急サービスの定義には，緊急事態

に呼び出される懸官や消防士，および医師，

脅迩師，救急救命士（paramedics）など

の緊急医療職貝が含まれる。このガイドラ

インの目的上，軍人はこの定義から除外さ

れる。

lPublicemergencvservicesarede‐ 

finedtoincludepolice、fireIightersand

emergencymedicaｌｐｅｒｓｏｎｎｅｌｉｎｃＩｕｄｉｎｇ 

ｄｏｃｔｏｒｓａｎｄｎursesandparamedicscaI 

Iedtorespondtoanemergencvsilua 

tion、ForpurposesoftheseguidelineS

thedefinitionexcIudesmilitaryperson・

neL 
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haviouronthepartofservicedeliver‐ 

ers，Thereshouldberecognitionof 

thevｉｔａｌｒｏｌｅｐｌａｙｅｄｂｙ「ront-line

PESworkersinrespondinｇｔｏｔｈｅｉｎ‐ 

creasinglhreatstoIifeandproperty 

intlleseuncertainIjmes． 

第103巻巻第１号

とである。股前線で公共緊急サービスに

従事する労lmIl者が果たす重大な役割がｉ

この不安定な時代に生命や財産に対する

脅威が増大していることに鑑み，認識さ

れるべきである。

Ｂ・Totheseends，ａｌｌＰＥＳｗｏｒｋｅｒｓ

ｓｈｏｕＩｄｂｅａｂｌｅｌｏｅｆｆectivelyexel･cise 

their「undamentaIrightsatwork，in

accordancewithIhel9981LODeclara-

tiononFundamentalPrinciｐｌｅｓａｎｄ 

ＲｉｇｂｔｓａｔＷｏｒｋ,ｓｏａｓｔｏａｃｈｉｅｖｅｑｕａｌ‐ 

itywol･kingconditionswhicllbelpen‐ 

suredesignanddeIiveryofquaIity 

sｅｒｖｌＣＧＳ． 

B、こうした目的のため，公共緊急サー

ビスに従事する労働者のすべてが，労働

における基本原NIIと権利に関する１９９８

年のILO宣言に従って，自らの労働に

おける基本的猪禰利を効果的に行使でき

るようにするべきであり，そのうえで質

の高いサービスを設計し給付することを

促す質の高い労働条件が達成されるべき

である。

CSocialdialoguemechanismsbased 

onthelLODeclarationonFundamen‐ 

ｔａｌＰｒｍｃｉｐｌｅｓａｎｄＲｉｇｈｔｓａｔＷｏｒｋｂｅ‐ 

ｔｗｅｅｎＰＥＳｅｍｐｌｏｙｅｒｓａｎｄｔｈｅｗｏｒｋ‐ 

ersshouldbeconstructedwhere 

theydonotexisLSuchmechanisms 

arethekeytoaneffectivevoiceinde‐ 

terminingtheconditionsthatmake 

fOreffectiveservices， 

Ｃ公共緊急サービス労使間に，労働に

おける基本原則と梅利に関するILO宣

言に基づく社会対話のメカニズムが存在

しない場合は，それが櫛築されるべきで

ある。そうしたメカニズムは，効果的な

サービスの諸条件を決めるときに有効な

意見を導く鍵となる。
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１．EmpZoZ"７３e"ｔα"ａｈＵＵｍα〃ｒｅ￣

so”“ぬUeJOpme"ｔ

1．雇用および人材開発

Employmentlevels 雇用水準

ＬＬDecisionsintendedtoenhance 

servicesforeffectivedeliveryshould 

balanceanumberofconsiderations： 

1,1．サービスをより効果的に給付する

ための決定には，以下の諸点がバランス

よく考慮されるべきである。

LLLapplicationofnewtechnolo・
Ｂ 

ｇｌｅｓ； 

1.1.1．新しい技術の適用

1.1.2．staffinglevelsnecessaryto 

ensuredecentworkandquality 

workinglife； 

ＬＬ２．ディーセント・ワークおよび

質の高い労働生活を保証するために必

要な人員水準

1.1.3．ｔｈｅｎａｔｕｒｅａｎｄｓｃｏｐｅｏｆａｎ･ 

ticipatedneeds； 

1.1.36予想される需要の性質および

範囲

1.1.4．contingencyplanningforun・

anticipatedincidents； 

1.1.4．不測の事態に備える計画づく

り

1.1.5．budgetaryallocationsand 

useoffunds． 

1.1.5．予算配分および資金の使途

1.2．InvestmentsinPESshouldthere‐ 

ｆｏｒｅｂｅｐｌａｎｎｅｄｓｏａｓｔｏａｖｏｉｄｒｅｄｕｃ・

tionsinemploymentwhicherodeser‐ 

vicesovertime,andwherenecessary 

toincreasestaffinglevelssoastopro‐ 

videbetterresponseratesandquaI 

ity． 

Ｌ2．公共緊急サービスへの投資が，や

がてサービスを蝕むことになる雇用削減

を避けるためや，質量ともにより良い緊

急対応のために人員水準を拡大する必要

のあるところでは，計画されるべきであ

る。
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雇用の多様性Employmentdiversity 

13．公的緊急サービスの雇用において，

性別，民族その他の多様性をより進める

必要があり，ＩＬＯの（雇用および職業

における）差別禁止条約（1958年，第

111号）に記された雇用機会と処遇の平

等原則に沿って，これらのサービスにお

ける偏見と差別をなくす強い努力が求め

られる。

1.3Theneedtoachievegreatergen-

der，ｅｔｈｎｉｃａｎｄｏｔｈｅｒｄｉｖｅｒｓｉｔｙｉｎ 

ＰＥＳｅｍploymentrequiresenhanced 

effortstoeliminateprejudiceanddis‐ 

criminationintheseservicesinlmｅ 

ｗｉｔｈｔｈｅｅｑｕａｌｉｔｙｏｆｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｏｐ‐ 

portunityandtreatmentprincipleｓ 

ｓｅｔｏｕｔｉｎｔｈｅｌＬＯ,sDiscrimination 

(EmploymentandOccupation）ＣＯ､‐ 

ventionl958（No.111)． 

1.4．Ｔｏｅｎｈａｎｃｅｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｄｉｖｅｒ－ 

ｓｉty，ＰＥＳｅｍｐｌｏｙｅｒｓ，incooperation 

withworkersandtheirorganizations 

bymeansofsocialdialogue，ｓｈｏｕｌｄ 

ｕｎｄｅｒｔａｋｅｔｏｄｅｆｉｎｅａｎｄｉｍｐｌementa 

policyondiversity・Suchapolicy

shouldincludeaspartｏｆｐｌａｎｎｉｎｇ 

ａｎｄｍａｎａｇｅｍｅｎｔｔｏｏｌｓ： 

１．４．厘用の多様性を高めるために，公

共緊急サービスの使用者は，社会対話を

通じて労働者および労働団体と協力して，

多様性に関する政策を明確にし，実施す

る義務を負うべきである。そうした政策

は，計画と管理手段の一部として，以下

を含むべきである。

Ｌ4.1．年齢，性別および民族ごとの

雇用榊成の推移に関する記録と追跡調

査

Ｌ４Ｌｄｏｃｕｍｅｎｔａｔｉｏｎａｎｄｆｏｌｌｏｗ‐ 

ｕｐｏｆａｓｅｒｖｉｃｅ,ｓｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｃｏｍ‐ 

positionovertimebasedonage､ 

ｇｅｎｄｅｒａｎｄｅｔｈｎｉｃｉｔｙ； 

1.4.2．客観的採用基準の確立Ｌ4.2．establishmentofobjective 

recruiｔｍｅｎｔｂｅｎｃｈｍａｒｋｓ； 

1.4.3．anobjectivesystemofevalu‐ 

atingresults． 

1.4.3．結果を評価する客観的なシス

テム

６ 
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1.5．雇用の多様性を高め，維持するた

めに，公共緊急サービスの業務に関心が

あり，かつその資格を有する若者，女性

および少数民族の志願者を採用し，定着

させるための積極的なキャンペーンが人

材計画に組み込まれるべきである。採用

担当者の姿勢を変えることも，それが目

的達成に障害と見受けられる場合には確

実に行われるべきである。

1.5．Toincreaseand/ormaintainem‐ 

ploymentdiversity，ａｎａｃｔｉｖｅｃａｍ‐ 

ｐａｉｇｎｔｏｒｅｃｒｕｉｔａｎｄｒｅｔａｉｎｙｏｕｔｈ・

womenandethnicminoritycandi‐ 

dateswhoaremterestedinandquali、

ｆｉｅｄｆｏｒｓｅｒｖｉｎｇｍＰＥＳｓｈｏｕｌｄｂｅａｎ 

ｉｎtegralpartofhumanresourceplan‐ 

nｍｇ・Recruiters，attitudinalchanges

shouldalsobeensuredwherethese 

areconsideredbarrierstomeetingob 

jectives． 

1.6．採用ないし定着のための基準達成

を促す措置には，以下が含まれよう。

1.6．Measurestofacilitatetheachie‐ 

vementofrecruitment/retentionben‐ 

ｃｈｍａｒｋｓｍａｙｉｎｃｌｕｄｅ： 

1.6.1．産休と職場復帰を促す法規1.6.1．legislationorregulationto 

facilitatematernityleaveandrein‐ 

tegrationtoprofessionalactWity； 

1.6.2．保育施設の利用拡大等の労働

と家庭生活の両立支援を目指す政策

1.6.2．policiesaimedathelpingto 

balanceworkandfamilylifesuch 

asincreas⑨daccesstochiIdcarefa‐ 

cilities； 

1.6.3．キャリア形成を阻む障害を正

すための分析と行動

1.6.3．ａｎａｌｙｓｉｓａｎｄａｃｔｉｏｎｔｏｃｏｒ‐ 

rectcareerprogressionobstacles； 

1.6.4．キャリア開発に結びつく新人

研修や継続的な研修機会の提供

1.6.4．provisionofinitialandcon‐ 

tinualtTainingOPPOrtunitieslin・

kedtocareerdevelopment； 

７ 
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1.6.5．studyandprovisiono【ap

propriatepersonalprotectiveequip 

mentanditseffectiveuse； 

第103巻 第１号

1.6.5．適切な個人防具の研究と提供

およびその効果的な使用

1.6.6．ensuringaworkelwiron‐ 

mentfreeofharassment,accompa‐ 

niedbygenderandracialsensitiv‐ 

itytrainingforallstaff； 

1.6.6．いやがらせのない労働環境の

確立と，あらゆる職員に対するジェン

ダーおよび人種についての意識研修

1.6.7．あらゆる職員にとって平等で

公平な苦憎に関する政策

1.6,7．acomplaintspolicywhich 

isequitableandimpartialforall 

staff 

1.7．社会対話は，公共緊急サービスに

おける雇用の多様性をさらに進め，年齢，

性別，民族の面で地域社会をより大きく

反映させるための効果的な手段となるべ

きである。

1.7．Socialdia】ｏｇｕｅｓｈｏｕｌｄｂｅａｎｅｆ‐

fectivemeansofachievingcommit‐ 

ｍｅｎｔｔｏｍｏｒｅｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔｄｉｖｅｒｓｉｔｙ 

ｉｎＰＥＳｔｈａｔｇｒｅａｔｅｒｒｅｆｌｅｃｔｓｔｈｅｃｏｍ 

ｍｕｎｉｔｙｂａｓｅｄｏｎａｇａｇｅｎｄｅｒａｎｄｅｔｈ‐ 

nicityconsiderations． 

1.8．法と秩序の諸問題に対処するにあ

たり，地域社会に根ざしたサービスを目

指す新たな志向を効果的に実践するため

に，より多様な民族の代表を通じること

を第１として，惰報を共有するための先

見性のあるコミュニケーション政策がと

られ，信頼が榊築され，公共緊急サービ

ス間，とくに警察との間におけるパート

ナーシップが創造されるべきである。

1.8．Toeffectivelyapplyneworienta-

tionstowardscommunitv-basedserv‐ 

iceinresponsetolawandorderques‐ 

tions，aproactivecommunications 

policyforinformationsharingthe 

buildｉｎｇｏｆｔｒｕｓｔａｎｄｔｈｅｃｒｅａｔｉｏｎｏｆ 

ｐａｒtnershipsbetweenPES,especially 

police，shouldbeachievedprimarUy 

throughbetterdiversityofethnicrep‐ 

resentation． 
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研修

1.9．Stafftrainingandempower‐ 

mentforimprovingservicesandthe 

workenvironmentshouldbeconsid・

ｅｒｅｄａｓｐａｒａｍｏｕｎＬｆｏｒｉｍｐｒｏｖｅｄｗｏｒ･ 

kingquaIitvandservicedelivery 

andshouIdbeadequateIyfunded・

Trainingprogrammesshouldbelaf 

loredtomeettheincreasinglyspecial‐ 

iｚｅｄｎａｔｕｒｅｏｆＰＥＳｗork，providing 

personnelwiththenecessaryskiUs 

andcompetencestomeettheirobliga‐ 

tionsandmaintainahighdegreeof 

professionalisminarapidlychang‐ 

ingworkenvironment・PESworkers

shouldhavGtheI･ightandresponsibil・

itytoparticipateinthedevelopmenI 

oftrainingstandardsthatwiuen・

suretheavailabilityofneededskills 

toprovidequalityservices． 

1.9．サービスと労働環境を改善するた

めの職員研修や資格の付与は，労働の質

とサービス給付を改善するために最も重

要なものと考えられるべきであり，充分

な資金があてられるべきである。研修プ

ログラムは，特殊化の度を強める公共緊

急サービス労働の性質に合わせて仕立て

られ，急速に変わりゆく労働環境におい

て，自らの責務を果たし高度の専門性を

維持するために必要な技能と能力を職員

に提供するべきである。公共緊急サービ

スに従事する労働者は，質の高いサービ

スを提供するために必要な技能を身に付

けるための研修基準の開発に参加する権

利と資任を持つべきである。

2．労働条件2．Wm9A6i"DCC"｡i〃o"ｓ

２１．生産性が高く品質の良いサービス

が確実に給付されているときに公共緊急

サービスに従事する労働者の労働が過小

に評liHiされることがないように，より良

い労働条件および適切な賃金櫛造や賃金

水準について効果的な社会対話を求める

気風と仕組みを備えることが，公共緊急

サービスの労使双方にとって殿優先政策

と考えられるべきである。賃金その他の

2.1．ＴｏａｖｏｉｄｔｈａｔｔｈｅｗｏｒｋｏｌＰＥＳ 

ｗｏｒｋｅｒｓisundervaIued，ｗｈｉＩｅｐｒｏ‐ 

ductivityandqualitysel･vicedcliv‐ 

ｅｒｙｉｓｅ】rlsured，installationofacli‐

mateandmechanismsfOreffectiveｓｏ‐ 

cialdiaIogueonbetterworkiTlgcondi‐ 

tionsandappropriatepaystructu】･es

andlevelsshouldbeanovel･riding 

policyconsiderationforPESempIoy． 
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ersandworkersSalariesandother 

termsandconditionsofemployment 

shouldbeconsideredasintegralparts 

ofHRDpoliciesdesignedtorecruit， 

trainandretainwell-qualifiedandex‐ 

periencedworkers． 

第103巻第１号

給与や雇用条件は，充分な資格を有し経

験を積んだ労働者を採用し，訓練し，定

着させるために計画される人材開発政策

の一環として考えられるべきである。

２２．作業量と責任の増加にともない，

公共緊急サービスに従事する労働者の代

表２の意見は，労働時間の編成に係る諸

決定における社会対話の過程を通じて，

充分に認められるべきである。公共緊急

2.2．FacedwithincTeasingworkload 

andresponsibility,PESworkers，rep 

resentatives2shouldbefullyrecog‐ 

､izedthroughthesocialdialoguepro‐ 

cessindeterminationsovertheor‐ 

２本文書において，「労働者の代表」とい

う言葉が用いられる場合は，労働者の代表

に関する条約（1971年，第135号）の第３

条を指す。すなわち，以下のとおり。

本条約の目的に鑑み，「労働者の代表」

という言葉は，国内法ないし慣例によって

次のいずれかとして認められている人々を

意味する。

（a）労働組合代表すなわち，労働組合

もしくは労働組合員によって，指名ま

たは選出された代表。

（b）選出された代表すなわち，国内法

規もしくは団体協約の定めにしたがっ

て事業所の労働者によって自由に選出

され，その任務に当該国における労働

組合の排他的特権として認められた活

動を含まない代表。

２Ｔｈｒｏｕｇｈｏｕｔｔｈｉｓｔｅｘｔｗｈｅｎｔｈｅｔｅｒｍ 

"Workers，representatives，，ｉｓused,ｉｔｒｅ‐ 

ferstoArticle3oftheWorkers，Repre 

sentativesConventioml971（No.135)， 

whichreadsasfollows： 

ＦｏｒｔｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｉｓＣｏｎｖｅｎｔｉｏｎ 

ｔｈｅｔｅｒｍ“workers，represerltatives叩

meanspersonswhoarerecognisedas 

suchundernationallaworpractice， 

whethertheyare： 

（a）tradeunionrepreseX1tatives,ｎａｍ‐ 

ely#representativesdesignatedor 

eleｃｔｅｄｂｙｔｒａｄｅｕｎｉｏｎｓｏｒｂｙｔｈｅ 

ｍｅｍｂｅｒｓｏｆｓｕｃｈｕｎｉｏｎｓ；ｏｒ 

（b）electedrepresentatives，namely， 

representativeswhoarefreelye]e‐ 

ｃｔｅｄｂｙｔｈｅｗｏｒｋｅｒｓｏｆｔｈｅｕｎｄｅｒｔａｋ‐ 

inginaccordancewithprovisions 

ofnationallawsorregulationsor 

ofcoUectiveagreementsandwhose 

functionsdonotincludeactivities 

whiｃｈａｒｅｒｅｃｏｇｎｉｓｅｄａｓｔｈｅｅｘｃｌｕ‐ 

siveprerogativeoftradeunionsin 

thecountryconcerned． 

1０ 
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ganizationofworkingtime・Mindful

thatPESworkersaredifferentfrom 

workersinothersectorsintermsof 

theirresponsibilities，theexigencies 

ofservicedeliveryandtherefore 

theirworkorganizationtheirunique 

socialroIeshoｕｌｄｎｏｔｂｅｕｓｅｄｔｏ 

ｄｅｎｙｔｈｅｓｅｗｏｒｋｅｒｓｔｈｅｒｉｇｈｔｔｏｅｆｆｅｃ‐ 

tivesocia］dialogueontheseissues， 

Ｓｕｃｈａｄｅｎｉａｌｗｏｕｌｄｏｖｅｒｔｉｍｅｗｏｒｋ 

ａｇainsttheobjectivesofrapidand 

quaIityservicedelivery． 

サービスに従事する労働者が，他の分野

の労働者とは，資任やサービス給付の急

迫性において違い，そのために労働編成

に関しても異なることに意をとめるあま

り，彼らに特有な社会的役割を理由とし

て，これらの問題に関して効果的な社会

対話の梅利をこれらの労働者たちについ

て否定するべきではない。そのように否

定すると，やがては迅速かつ質の高いサ

ービスの給付という目標に反することに

なるであろう。

２３．公共緊急サービスにおける労働条

件の砿立には，さまざまな自治体や国の

当局の要望ないし必要が考慮されるべき

である。それゆえ，労働条件は，国内法

や慣例に従った適切なレベルにおいて，

団体交渉ないしそれと同等の機能を通じ

て決定される必要がある。警察について

どの程度そうした仕組みによるかは，国

内法規によって定められるべきである。

2.3．Establishmentofworkingcondi、

ｔｉｏｎｓｉｎＰＥＳｓｈｏｕｌｄｔａｋｅａｃｃｏｕｎｔｏｆ 

ｔhedemandsorneedsofdifferentlo‐ 

calandnationalauthorities・Terms

andconditionsofworkshouldthere‐ 

forebedeterminedthroughcollec‐ 

tivebargainmgoritsfunctionaIeqｕ‐ 

ivalentattheappropriatelevelac 

cordingtonationallawandpractice 

Theexteｎｔｔｏｗｈｉｃｈｔｈｅｐｏｌｉｃｅａｒｅ 

ｃｏｖｅｒｅｄｂｙsuchmechanismsshou]ｄ 

ｂｅｄｅｔｅｒｍｉｎｅｄｂｙｎａｔｉｏｎａｌｌａｗｓｏｒ 

ｒegulations． 

２４．途上国において公共緊急サービス

に従事する労働者には．法的にも実際に

もディーセントな生活のために最低限の

所得を保障する権利が認められるべきで

ある。蛾低賃金とは，労働者本人とその

家族の適切な生活条件，健康および教育

2.4．PESworkersindeveIopingcoun‐ 

triesshouldbeentitIedtoaguaran‐ 

ｔｅｅｄｍｉｎｉｍｕｍｉｎｃｏｍｅｆｏｒａｄｅｃｅｎｔ 

ｌｉｖｉｎｇｉｎ］awandinpractice、Ｍｉｎｉ･

ｍｕｍｗａｇｅｓｓｈｏｕｌｄｒｅｐｒｅｓｅｎｔａｓａト

arylevelthatmeetsworkers,needs 

1１ 
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fOradequatelivingconditions,health 

andeducationofthemselvesand 

theirfamilies､Aneflectiveminimum 

wagecouldredｕｃｅｏｒｅＩｉｍｉｎａｔｅｔｈｅｉｒ 

ｗｏｒｋｄｕｒｍｇｏｆf-duWhourstosupple‐ 

menttheirincomeswhichputsthem 

aｔｅｘｔｒａｒｉｓｋｄｕｅｔｏｆａｔｉｇｕｅ,ａｎｄｍａｙ 

ａｌｓｏｅｎｄａｎｇｅｒｔｈｅｈｅａ】ｔｈａｎｄｓｅｃｕ･

rｉｔｙｏｆｔhepublicWherenotestab・

lishedbynationallaworpractice,ale‐ 

ｇａｌｍｅｃｈａｎｉｓｍｓｈｏｕｌｄｂｅｓｏｔｕｐｗｉｌｈ 

ｔheparticipationofworkersand/or 

theirrSpresentativestodefinethccri‐ 

ｔｅｒｉａｆｏｒｆｉｘｉｎｇｍｉｎｉｍｕｍｗａｇｅｌｅｖ‐ 

els1theirappIicationandimplementa・

tion． 

第103巻第1号

の必要に見合う賃金水準を意味するべき

である。効果的な最低賃金によって，疲

労による余分なリスクを負ったり公衆の

健康と治安を危険にさらしかねない所得

を補うための非番時の労働を減らしたり，

あるいはなくすことができる。国内法な

いしM1例によって確立されていない場合

には，ｊＩｉｔ低賃金水準を設定し，それを適

用，実施するための基準を規定するため

の法的な仕組みが『労働者や労働者代表

の参加を得て，設定されるべきである。

2.5．Inrecognitionofthcirobliga‐ 

tiontoworkoddandirregularhours‘ 

andtorespondimmediateIytoemer-

genciesltl1efOllowingprinciples 

shouldbeobserVedindefiningwork‐ 

ingtimeandorganization： 

2.5．一般的ではない時間，不規則な時

間に働き，緊急事態には直ちに対応する

彼らの賢務を理解し，労働時間と勤務の

割振りを規定する際には，次の原則が遵

守されるべきである。

2.5.1．ｌａｗｓｓｔｉｐｕｌａｔｉｎｇｍａｘｉｍｕｍ 

ｗｅｅｋｌｙｈｏursofwork，Ｌｈｅｍｉｎｉ‐ 

mumdailyconsecutiverestperiod 
げ

andtheminimumiveeklyconsecu・

tiverestperiodshouldbeobserved， 

exceptinunusualcircumstances； 

2.5.1.-週間の労働時間の上限，一

日の迎続休憩時間の下限，および-週

間の迎続休憩時間の下限を規定する法

律は，非常時を除いて，遵守されるべ

きである。

2.5.2．ｗｈｅｎｏｎｄｕｔｙ,therestperi‐ 

oｄｓｏｆＰＥＳｗｏｒｋｅｒｓｓｌｌｏｕＩｄｂｅ 

2.5.2．当務中，公共緊急サービスに

従事する労働者の休憩時間は，労働時

1２ 
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間とみなされるべきである。counledasworkinghours； 

2.5.3．使用者が労働者に特定の任務

の必要のため，あるいは特定の場所に

おいて，待機を求める場合，どれほど

の長さであれ正規労働時間を超えるシ

フト分については，そうした待機時間

は，他に代償措圃が存在する場合を除

き，労働時間として取り扱うものとす

る。使用者は，労働者にそうした方針

を告知する寅任を負うものとする。

2.5.3．ｉｎｓｈｉｆｔｓｏｆａｎｙｌｅｎｇｔｈｂｅ 

ｙｏｎｄｎｏｒｍａｌｗｏｒｋｉｎｇｈｏｕｒｓｗｈｅｒｅ 

ｔｈｅｅｍｐＩｏｙｅｒｒｅｑｕｉｒｅｓｔｈｅｗｏｒｋｅｒ 

ｔｏｓｔａｎｄｂｙｆｏｒｓｐecificservicere‐ 

quirementsoratspecificlocations， 

suchstand-bytimeshallbetreated 

ａｓｗｏｒｋｉｎｇｈｏｕｒｓｕｎｌｅｓｓｏｔｈｅｒｃｏｍ‐ 

pensatoryarrangemcntsexist・The

employershallberesponsiblefor 

notifyingtheworkersofsuchpol‐ 

lcy． 

これらの原則の適用については，社会

対話と団体交渉を通じて議論され，決め

られるべきである。

Theapplicationoftheseprinciples 

shouldbediscussedandresolved 

throughsocialdialogueandcollec‐ 

tivebargaining． 

2.6．給与体系は，遍用に必要とされる

資格，労働時間，リスクおよびストレス

の程度などを含む，多くの要素に基づい

て制定されるべきである。警察官，消防

士，および救急医療サービスに従事する

労働者を含む公共緊急サービスのさまざ

まな職業グループ間の比較には，社会対

話を通じて設計され連用される職務と給

与の評価システムに基づいて，自治体や

国の状況を反映させるべきである。われ

われは，公共緊急サービスの各部門が公

共の安全を提供するうえで，それぞれ独

特ではあるが等しく重要な役割を果たす

ことを理解する。この労働の対等性は，

2.6．PaystructuresshouIdbeestab‐ 

lishedbasedonmanvfactors,ｉｎｃｌｕｄ‐ 

ingrequiredqualificationsforem‐ 

ploymentihoulasofwork1riskand 

stresslevel・Comparabilitybetween

differentoccupationalgroupsofPES， 

includingpoliceofficers，firefighters 

andEMSworkers･ｓｈｏｕｌｄｒｅｆｌｅｃｔｌｏ‐ 

calandnationalcircumstancesbased 

onjobandpayevaluationsystems 

thataTedesignedandoperated 

throughsocialdialoguePartiesun‐ 

ｄｅｒｓｔａｎｄｔｈａｔｅａｃｈｓｅｃｔｏｒｏｆＰＥＳ 

ｐｌａｙｓａｕｎｉｑｕｅｙｅｔｅｑｕａｌｌｙｖｉｔａｌｒｏｌｅ 
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intheprovisionofpublicsafety、

Thisequalityofworkshouldcom‐ 

mandequalvalueinareasofwages， 

benefitsandfunding． 

第103巻第１号

賃金，手当および資金の面でも等しい価

値が認められるべきである。

２７．Basedonavailableinformation 

indicatingthatwomenareconcen‐ 

tratedinsupportpositionsandtend 

toearnlowersalariesandwages 

thａｎｍｅｎｍＰＥＳ，theprovisionsof 

theEqualRemunerationConvention， 

1951（Ｎｏ．100)，shouldbeappliedto 

paystructuresｉｎｏｒｄｅｒｔｏｅｎｓｕｒｅ 

ｔｈａｔｗｏｒｋｏｆｅｑｕａｌｖａｌｕｅｉｓｃｏｍｐｅｎ‐ 

satedequally，irrespectiveofthesex 

oftheofficialperformingtheduty． 

2.7．入手資料によれば，公共緊急サー

ビスにおいて女性は補助的地位に集中し

ており，男性よりも賃金が低い傾向があ

るが，平等報酬条約（1951年，第100

号）の規定が，職務を遂行する職員の性

別に関わりなく同一価値労働同一報酬を

確立するために，給与体系に適用される

べきである。

2.8．ＧｉｖｅｎｔｈｅｎａｔｕｒｅｏｆＰＥＳｗｏｒｋ‐ 

ers，earlyretirementandpension 

schemesbasedonthehazardouswork 

theyperform，ａｎｄｔｈｅｉｎｃｒｅａｓｉｎｇｉｍ‐ 

balancebetweennumbersofstaffrea‐ 

chingretirementageanddecreasing 

recruits，employersshouldplanfor， 

designandfinanceretirementsys‐ 

tｅｍｓｗｈｉｃｈｇｕaranteebenefitsonre・

tiremenLSuchsystemsshouldbe 

manａｇｅｄｂｙｂｏｄｉｅｓｏｎｗｈｉｃｈａｌｌｓｔａ‐ 

keholders，mcludingPESworkers， 

arerepresented． 

２８．公共緊急サービスに従事する労働

者の遂行する仕事の危険ゆえの早期退職

と年金制度の性質，および退職年齢に近

づく職員数と採用数減少の間の不均衡が

増大していることから，使用者は，退職

に際して給付を保陣する退職システムの

計画，設計および資金調達をするべきで

ある。そのようなシステムは，公共緊急

サービスに従事する労働者を含むあらゆ

る関係者が代表される機関によって管理

運営されるべきである。

1４ 
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3．労働安全衛生3．OeClZpα〃o"＠ＪＳα允勿α"ｄ

ｈｅａＪ姉

3.1．Toreducethepsychological 

and/oremploymentimpactonindi‐ 

viduals，co-workers，familiesandor‐ 

ganizationsasaresultofthedeathin-

jury,disabiIityandillnessofPESwor‐ 

ｋｅｒｓｉｎｔｈｅｌｉｎｅｏｆｄｕｔｙ，ＰＥＳｅｍｐｌｏｙ‐ 

ersshouIdcommittohighstandards 

ofworkplacesafetyandhealthbaseｄ 

ｏｎａｐｒｏactivepolicyandpreventive 

measuresWorkersshouldpartici-

pateiｎｔｈｅｐｒｏｃｅｓｓｏｆｄｅｓｉｇｎａｎｄｉｍ‐ 

p】ementationofthesemeasures．

3.1．公共緊急サービスに従事する労働

者の勤務中の死亡，負傷，障碍および疾

病の結果が，個人，同僚，家族および組

織に及ぼす心理的あるいは雇用上の衝撃

を減らすために，公共緊急サービスの使

用者は，先見性のある政策と予防的措置

に基づいた高い水準の職場安全衛生を約

束するべきである。労働者は，これらの

措置の設計と実施の過程に参加するべき

である。

3.2．Concreteｍｅａｓｕｒｅｓｔｏｔｈｉｓｅｎｄ 

ｓｈｏｕｌｄｉｎｃｌｕｄｅ： 

3.2．この目的のための具体的措置にはⅢ

以下が含まれるべきである。

3.2.1．applicationtoPESworkers 

oflocalornaUionalsafetyand 

healthIawsapplicabletootherwor‐ 

kerSandtheiradequateenforce‐ 

ｍｅｎｔ； 

3.2.1．自治体や国の安全衛生法規で

他の労働者に適用されるものが公共緊

急サービスに従事する労働者に適用さ

れ，適切に施行されること

3.2.2．allocationofadequatere‐ 

ｓｏｕｒｃｅｓｆｏｒｔｈｅｉｒｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎａｎｄ 

ｏｗnrescueinsituationswhereby 

theyｒｉｓｋｔｈｅｉｒｌｉｖｅｓｔｏｓａｖｅｏｔｈｅｒｓ； 

3.2.2．他者を救い出すために自分の

生命に危険が迫るような状況において，

自らを守り自分自身を救出するために

適切な資源が配分されること

3.2.3．公共緊急サービスの労働環境

を絶えず改善するために，安全衛生分

3.2.3．ａｄａｐｔａｔｉｏｎｏｆｎｅｗｔｅｃｈｎｏｌｏ‐ 

giesdevelopedintheareaofsafety 
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野において新たに開発された技術が適

用されること

3.2.4．makingavailablemodern 

equipmentthatmeetsinternational 

standardstoworkersindevelop‐ 

ingnations； 

3.2.4．国際的基準に見合う新しい装

蝋を発展途上国の労働者にも利用でき

るようにすること

3.2.5．provisionforcollectivebar‐ 

gaining,whereapplicable,oversaf 

etyandhealthstandardsandtheir 

application 

3.2.5．安全衛生基準とそれらの適用

について，できるところから団体交渉

をすること

3.3．Ｉｎｖｉｅｗｏｆｐｈｙｓｉｃａｌ，chemicaI 

andpsychologicalhazardstheyface 

inrescuingothers，PESemployers 

shouldprovidePESworkerswith 

thebestpreventivemeasuresavail‐ 

able・includingproperlydesignedper‐

sonalprotectiveequipment（PPE） 

andmaterials・Protectiveclothingl

bootsandoｔｈｅｒｅｑｕｉｐｍｅｎｔｐｒｏｖｉｄｅｄ 

ｔｏｗｏｍｅｎＰＥＳｗｏｒｋｅｒｓｍｕｓｔｂｅｄｅ 

ｓｉｇｎｅｄｔｏｍｅｅｔｔｈeirphysicalrequire‐ 

mentsintheinterestsofwomenwork‐ 

ers，safetyandhealthandefficient 

servicedelivery・Thereshouldbepro‐

visionforongoingresearchonways 

ofimprovingoccupationalsafety 

andhealthandrespondingtotheoc‐ 

cupationaldiseasesthatdirectlyａｆ 

ｆｅｃｔＰＥＳｗｏｒｋｅｒｓ． 

3.3．他者を救助する際に直面する物理

的，化学的ないし心理的な危険を考慮し，

公共緊急サービスの使用者は，適切にデ

ザインされた個人用防護具（PPE）や道

具を含む，利用し得る最適な防護措霞を

公共緊急サービスに従事する労働者に提

供するべきである。女性の公共緊急サー

ビスに従事する労働者に提供される防護

服，ブーツその他の装備は，女性労働者

の安全衛生および効率的なサービス給付

のために，当人の体格に見合ってデザイ

ンされなければならない。労働安全衛生

を向上させ，公共緊急サービスに従事す

る労働者に直接影響が及ぶ職業病を減少

させる方法についての継続的な調査研究

が行われるべきである。
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対訳ILOｒ変わりゆく環境における公共’

3.4．Theknowledgeandexperience 

offront-]inePESworkers，including 

representationofwomenworkerson 

therelevantbodies，shouldbetaken 

intoaccountthroughsocia］dia1ogue 

processestoappropriatｅｄｅｓｉｇｎａｎｄ 

ｕｓｅｏｆＰＰＥ． 

r変わりゆく環境における公共緊急サービスの社会対話に関するガイドライン」

ａ4．最前線で公共緊急サービスに従事

する労働者の知識と経験は，関連する諸

機関の女性労働者の声も含め，社会対話

の過程を通じて，個人用防護具の適切な

デザインと使用に活かされるべきである。

3.5．Ｔｏｒｅｄｕｃｅｔｈｅｉｍｐａｃｔｏｆｎｅｇａ 

ｔｉｖｅstress，theincidenceof“burn‐ 

out,',ａｎｄｏｆｖｉｏｌｅｎｃｅｏｎＰＥＳｗｏｒｋｅｒｓ 

ｗｈｉｌｅｏｎｄｕｔｙ，notablytheconse・

quencesofcriticalincidentssuchas 

horrificaccidentsandtragicdeaths 

leadingtopost-traumaticstressdisor‐ 

der（PTSD),PESagenciesshouldim‐ 

plementthefollowingpractices： 

3.5．ネガティブ・ストレス，「燃え尽き

(バーンアウト)」現象，および当務中の

公共緊急サービスに従事する労働者への

暴力による衝撃，とりわけ心的外傷後ス

トレス障害（PTSD）を引き起こす恐ろ

しい事故や悲惨な死といった深刻な事件

による衝撃を軽減するために，公共緊急

サービスの諸機関は，以下を実践するべ

きである。

3.5.1．establishadequatestress 

managementandcounsellingpro‐ 

ｇｒａｍｍｅｓｔｏｐｒｏｔｅｃｔｔｈｅｉｒｓｔａｆｆａｎｄ 

ｉmmediatefamilyresultingfroma 

cuｍｕｌａｔｉｖｅｏｒａｓｐｅｃｉｆｉｃｉｎｃｉｄｅｎｔｏｆ 

stress，includingcriticalincident 

stressdebriefings(CISDLwithpar‐ 

ticularattentiontoruralareasanｄ 

ｄｅｖｅｌｏｐｉｎｇｃｏｕｎｔｒｉｅｓｗｈｉｃｈｄｏｎｏｔ 

ｏｆｔｅｎｈａｖｅｓｕｃｈｐｒovisions； 

3.5.1．当該機関の職員とその身近な

家族を累積的ないし特別な事件のスト

レスから守るために，惨事ストレス・

デブリーフィング（CISD）を含む適

切なストレス・マネジメントとカウン

セリング・プログラムを，住々にして

これらが行われることのない農村部や

発展途上国に特別な注意をもって，制

度化すること

3.5.2．職場暴力に対して「許容度ゼ

ロ」の方針をとり，暴力事件が引き起

こすあらゆる問題に対して確実に機動

的な介入をすること

3.5.2．ａｄｏｐｔａ`Izero-toleranceoopol‐ 

icytowardsworkplaceviolenceand 

ｅｎｓｕｒｅａｄｙｎａｍｉｃｉｎｔｅｒｖｅｎｔｉｏｎｔｏ 

ｄｅalwithanyproblemsarisingfrom 
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violentincidents； 

3.5.3．惨事ストレスや暴力の可能性

についてのリスク・アセスメントに着

手すること

3.5.3．undertakeriskassessments 

ofcriticalincidentstressandvio‐ 

lencepossibilities； 

ａ５．４．ストレスと暴力の問題につい

て効果的な社会対話を通じて諸問題に

対処するために，課題，政策および措

置の定期的な見直しを行うこと

3.5.4．provideforregularreview 

ofchallengeSpoliciesandmeas‐ 

urestodealwithproblems 

througheffectivesocialdialogue 

onstressandviolenceissues． 

3.6．公共緊急サービスに従事する労働

者の間で，傷病者を扱う際のエイズ

(ＨＩＶ/AIDS）その他の感染症への感染

に関心が高まっていることに鑑み，使用

者団体と労働者団体は，協力して労働者

がそのような疾病について教育をうけ，

啓発されるとともに，適切な防護具が与

えられるように努めるべきである。エイ

ズ（ＨＩＶ/AIDS）その他の感染症に対

するキャンペーンにおいては，ＩＬＯの

エイズ（ＨＩＷＡIDs）と労働の世界に

関する実践コードを含む「普遍的予防」

原理に基づいて，予防戦略が立てられる

べきである。これには，（とくに農村部

における）防護服の供与，有効な予防接

種，「普遍的予防」原理の適用について

の訓練，および効果的な適用を評価する

ための監視メカニズムの制度化などが含

まれよう。

3.6．Inrelationtoincreasedconcern 

amongPESworkersaboutcontract‐ 

ingHIWAIDSandothercommunica‐ 

blediseaseswhilehandlingthein‐ 

juredandthesick,cooperationofem 

ployers，andworkers，organizations 

shouldstrivetoensurethatworkers 

areeducated，sensitizedandgiven 

properprotectiveequipmentagainst 

suchdiseaｓｅｓｌｎｔｈｅｃａｍｐａｉｇｎａｇａ‐ 

instHIWAIDSandothercommunica‐ 

blediseases，preventionstrategies 

shouldbebasedontheapplicationof 

the“universalprecautions,，principle， 

includingｔｈｅｌＬＯｃｏｄｅｏｆｐｒａｃｔｉｃｅｏｎ 

ＨＩＶ/ＡＩＤＳａｎｄｔｈｅｗｏｒｌｄｏｆｗｏｒｋ 

Ｔｈｉｓｍａｙｉｎcludeprovisionofprotec‐ 

tiveclothing（especiallyinruralar‐ 

eas)，immunizationwhereavailable， 

trainingintheapplicationoftheprin‐ 

cipleandtheestabliShmentofamoni‐ 
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対訳ILO「変わりゆく斑境における公共緊急サービスの社会対話に関するガイドラインl-

toringmechanismtoassesseffectivel 

application． 

3.7．Whereprotectivemeasuresare 

notsufficienttopreventinIection， 

workplacecompensationforPESwor‐ 

kersshouldbeprovidedwhereinfec‐ 

tioniswork-related． 

3.7．予防措圃が感染の防止に間に合わ

ないところでは，職務に関連する感染に

ついては公共緊急サービスに従事する労

働者に労災補償が与えられるべきである。

3.8．Withregardtostressmanage‐ 

mentandcounsellingprogrammes， 

asweuasmeasurestoreducevulner‐ 

abiIityto，andprevalenceofHIV／ 

ＡＩＤＳａｎｄｏｔｈｅｒｃｏｍｍｕｎｉｃａｂＩｅｄｉｓ‐ 

eases,confidentialityshouldbestric‐ 

tlyobservedandformallyprescribed 

toavoidthestigmaandpotentialwork、

placeisoIationthatisoftenattached 

tothosewhoundergotestingstress 

managementandcounsellingpro‐ 

grammes． 

3.8．ストレス・マネージメントやカウ

ンセリング・プログラムをはじめ，エイ

ズ（ＨＩＶ/AIDS）その他の感染症への

無防備や流行を減らすための措置に関し

ては，秘密を厳守し，正式な処方を行な

い，ストレス・マネージメントやカウン

セリング・プログラムを試みている人に

しばしばきせられる汚名や潜在的な職場

孤立を避けるべきである。

3.9．Ｔｏｔａｋｅａｃｃｏｕｎｔｏｆｃｈａｎｇｉｎｇ 

ＰＥＳｒｅｓｐonseandworkenviron‐ 

ments，informationsharingonpIan‐ 

ningandimplementationofnewsaf・

etyandhealthmeasures,particularIy 

onnewtechnologydevｅｌｏｐｅｄａｎｄａｐ 

ｐｌｉｅｄｔｏＰＰＥ，ｓｈｏｕｌｄｂｅｅｎｃｏｕｒａｇｅｄ 

ａｔｔｈｅｉｎｔｅｒｎａtionalleveLSuchinfor‐ 

mationsharingespeciallyonnew 

challengesandonbestpractices,ｗｉｌｌ 

especiallyaidsafetyandhealthim‐ 

3.9．変わりゆく公共緊急サービスの緊

急対応や労働の環境を考慮し，新たな安

全衛生措歴の企画と実施について，とり

わけ新たに開発された技術と個人用保護

具の適用について，lili報を共有すること

が国際レベルで奨励されるべきである。

とくに新しい課題や優れた実践例につい

てそうした情報を共有することは，とり

わけ発展途上国における公共緊急サービ

スに従事する労働者の安全衛生の改善に

寄与するであろう。
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provementsforPESworkersindevel‐ 

opingcountries． 

第103巻第１号

3.10．WhereappropriateIregionalsta‐ 

ｎｄａｒｄｓｏｎＰＰＥｃｏｕｌｄｂｅｒｅｆｅｒｒｅｄｔｏ 

ｗｈendevelopinginternationalstaか

ｄａｒｄｓｆｏｒＰＥＳ３ 

3.10．個人用防護具に関して適切な地域

的な基準があれば，公共緊急サービスの

国際的な基準を開発する際に参考になる

に違いない3．

4．社会対話と労働の諸権利４SOciaJdiaJogEuea"ｄｍｇｈｔｓａｆ 

⑫oJqAp 

4.1．Itiswidelyrecognizedthateffec一

tivesocialdialoguemechanismsbe‐ 

tweenemployersandworkers，and 

whereappropriate，usersofservices， 

ａｒｅｃｒｉｔｉｃａｌｍｅａｎｓｔｏｅｎｓｕｒｅｔｈｅｉ､‐ 

putofallstakeholdersonkeydeci‐ 

sionsconcerningthefullrangeof 

needsandconstraintsintheprovi‐ 

sｉｏｎｏｆｐｕｂlicemergencyservices、

Giventhatsocialdialoguecanim‐ 

provetheabilityofallpartiescon‐ 

cernedtomakeimprovementsbased 

oｎｃｏｍｍｏｎｉｎｔｅｒｅｓｔｓ,andcontribute 

positivelytoreachingcompromises 

overdivergentviewpoints，ｉｔｓｈｏｕｌｄ 

ｂｅｔｈｅｏｖｅｒａｌｌａｉｍｏｆＰＥＳｅｍployers 

andworkerstomstituteeffectiveso‐ 

cialdialoguemechanismstoensure 

4.1．労使間あるいは適宜サービスの利

用者も交えた効果的な社会対話メカニズ

ムが，公共緊急サービスの供給における

あらゆる需要と制約に関わる重要な諸決

定に関係者すべての参加を保証するため

に決定的な手段であることは，広く認め

られている。社会対話によって，共通の

利害に基づいて改善をはかる者や，対立

する観点についての妥協の途を探る者の

すべての能力を向上させることができる

ことをふまえ，公共緊急サービスが良く

行き渡り，効果的で，説明資任が果たさ

れ，質の高いサービスが供給されるよう

に，効果的な社会対話メカニズムを構築

することが，公共緊急サービスの労使全

体の目標になるべきである。

３ＦｏｒｅｘａｍｐｌｅｔｈｅＥｕｒｏｐｅａｎＤｉｒｅｃｔｉｖｅｓ 

ｏｎＰＰＥａｓａｐｐ]icabletotheMembers 

oftheEuropeaｎＵｎｉｏｎ． 

3たとえば欧州連合（EU）の加盟国に適用

される個人用保護具に関する欧州指令。
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対訳ILO「変わりゆく環境における公共緊急サービスの社会対話に関するガイドライン」

ｔｈａｔＰＥＳａｒｅｗｅｌｌｒｕｎ，efficienLac‐ 

countableandprovidequaIityser‐ 

vice． 

４．２．Synonymouswithrespectforba・

sicrights（cfGeneralconsiderations， 

paragraphB)，elementsofsocia]dia 

logueshouldincludetherecognition 

ofotherpartieSmutualrespectand 

readinesstolistentoothers,Ｔｈｅｓｅｅｌｅ‐ 

mentswouldensuresharedresponsi‐ 

bilityinimplementingwhathasbeen 

agreedthroughsocialdialogue 

4.2．基本的諸権利（総説のＢを参照）

についてと同じく，社会対話の要素には，

労使双方が相手を認め，互いに敬意を払

い，相手方の発言に耳を貸そうとするこ

とが含まれるべきである。こうした要素

によって，社会対話を通じて合意された

事項を実施する際の共同寅任が確保され

る。

4.3．Toensuretherespectforbasic 

rightsandtheinstitutionofsocialdia‐ 

loguemechanisms,thefollowingprin‐ 

ｃｉｐｌｅｓｓｈｏｕｌｄｂｅｂｏｒｎｅｉｎｍｉｎｄｗｈｅｎ 

ａdoptingpoliciesandpractices： 

4.3．着実に基本的諸権利に敬意が払わ

れ社会対話メカニズムが榊築されるため

には，政策と実践を採択する際に，以下

の猪原理が念頭に置かれるべきである。

4.3.1．theFreedomofAssociation 

andProtｅｃｔｉｏｎｏｆｔｈｅＲｉｇｈｔｔｏＯｒ‐ 

ganiseConvention，１９４８（Ｎｏ．８７)， 

ａｎｄｔｈｅＲｉｇｈｔｔｏＯｒｇａｎｉｓｅａｎｄＣｏｌ‐ 

lectiveBargainingConvention,１９４９ 

(Ｎｏ．９８Lenshrinebasicworkers， 

ｒｉｇｈｔｓｔｏｏｒｇａｎｉｚｅａｎｄｂａｒｇａｉｎｃｏｌ‐ 

lectively，includingthoseinpublic 

services・Ｔｈｅｅｘｔｅｎｔｔｏｗｈｉｃｈｔｈｅｓｅ

ｐｒｏｖｉｓｉｏｎｓａｒｅａｐｐｌｉｅｄｔｏｔｈｅｐｏｌｉｃｅ 

ｓｈａｌｌｂｅdeterminedbynational 

lawsorregulations,Ｕｎｄｅｒｔｈｅｓｅｃｉｒ‐ 

cumstancestherelevantprovisioｎｓ 

4.3.1．結社の自由と団結権の保護に

関する条約（1948年，第87号）と団

桔権と団体交渉件に関する条約（1949

年，第98号）は，労働者の団結し団

体交渉を行う基本的な権利を，公共サ

ービスにおけるそれらも含めて，記し

ている。これらが警察官にどの程度ま

で適用されるかは，国の法令によって

決められる。こうした状況の下で，適

正な労働関係（公共サービス）に関す

る条約（1978年，第151号）および

団体交渉に関する条約（1981年，第

154号）が適用されるべきであること
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oftheLabourRelations（PublicSer‐ 

vice）Convention，１９７８（No.151)， 

andtheCollectiveBargainingCon‐ 

vention，1981（No.154Lshouldbe 

applied 

第103巻第１号

4.3.2．団体交渉の過程は，関係者間

の自発性に基づくべきであること

4.3.2．theprocessofcollectivebar‐ 

ｇａｉｎｉｎｇｓｈｏｕｌｄｂｅｏｎａｖｏｌｕｎｔａｒｙ 

ｂａｓisbetweentheinterestedpar‐ 

ties． 

4.4．できれば紛争は交渉を通じて解決

されるべきである。それができない場合

には，調停，仲裁，裁定といった公正で

効果的かつ迅速な紛争解決手続きが適切

であり，これらの手続きもうまく行かな

い場合には，相互に合意された法的過程

によるべきである。これらの過程は，ス

トライキ権が制限されている者も含めた

公共緊急サービスに従事する労働者のす

べてが利用できるようにするべきである。

既存の手続きは，あらゆる過程段階にお

いてすべての関係者が緊密に関与して改

善されるべきである。

4.4．Wherepossibladisputesshould 

beresolvedthroughnegotiations・In

theeventoffailuretodosqfair,effec‐ 

tjveandspeedydisputesettlement 

procedures,includingconciliationme‐ 

ｄiationandarbitrationasappropri‐ 

ate,ｏｒｉｆｔｈｅｓｅｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓａｒｅｕｎｓｕｃ 

ｃｅｓsfuLamutuaUyagreedlegalpro-

cessTheseprocessesshouldbemade 

availabletoallPESworkers,includ‐ 

ingthosewhoserightstostrikearere 

strictedExistingproceduresshou]d 

beimprovedwiththecloseinvolve‐ 

ｍｅｎｔｏｆａｌｌｐａｒｔｉｅｓｃｏｎｃｅｒｎｅｄａｔａｌｌ 

stagesoftheprocess． 

5．公共緊急サービスにおける調整aCboFqcHi"αtioJDi〃ｐⅢb〃ｃｅｍｅ｢‐
● 

geFCCZノＳｃ｢UZCeS

5.1．効果的なサービス給付のため，と

りわけ公共緊急サービスの人命救助の使

5.1．Goodcoordinationmustbeen‐ 

suredamongdifferentbranchesof 
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命を実現するためには，公共緊急サービ

スの各部門間に優れた調整（コーディネ

ーション）が確保されなければならない。

効果的な調整は，指令，権限，責任の連

鎖構造がはっきりと確立され]各機関の

役割と責任が明確に定められることによ

って，最も発揮される。優れた調整の実

践は以下の要素を含むべきである。

PESforeffectiveservicedelivery,ｅｓ‐ 

peciaUytorealizethelife-savingmis‐ 

sionofPESEffectivecoordinationis 

beｓｔａｃｈｉｅｖｅｄｂｖｃｌｅａｒｌｙｄｅｆｉｎｉｎｇｔｈｅ 夢

rolesandresponsibilitiesofeachagen‐ 

cywithinaclearlyestablishedchain 

ofcommand，authorityandaccount‐ 

abilitystructureElementsｏｆｇｏｏｄｃｏ‐ 

ordinationpracticesshouldinclude： 

５１．１．明瞭に定められた各サービス

の範囲，公共の安全を提供する際のそ

れぞれに明確な任務。各サービスは等

しく重要な役割を果たし，等しく価値

があるとみなされるべきであること

５．１．１．Clearlydefmedparameters 

foreachservice，identifyingspe‐ 

cificdutiesintheprovisionofpub‐ 

licsafety・Eachserviceplaysan

equallyvitalｒｏｌｅａｎｄｓｈｏｕｌｄｂｅｃｏｎ‐ 

ｓｉｄｅｒｅｄｏｆｅｑｕａｌｖａｌｕｅ； 

5.1.2．全国レベルと国際レベルの双

方における，とりわけ危機管理と危険

物についての，共有された情報と信頼

できるコミュニケーションのネットワ

ークにおけるサービスの調整

5.1.2．coordinationofservicesina 

networkofsharedinformationand 

reliablecommunications,especially 

oncrisismanagementanddanger‐ 

ｏｕｓｓｕｂｓｔａｎｃｅｓ，atbothnational 

andinternationallevels； 

5.1.3．承認され，かつ明確な上級マ

ネジメントのガイドラインおよびプロ

トコルの範囲内の権限委譲

5.1.3．de1egationofauthoritywith‐ 

ｉｎａｃｃｅｐｔｅｄａｎｄｃｌｅａｒｓｅｎｉｏｒｍａｎ‐ 

agementguidelinesandprotocols； 

5.1.4．既存の調整メカニズムの弱点

を明確にし，緊急事態が実際に発生し

たときに円滑な機能を確保するための，

各関係機関の職員が参加する継続的な

合同訓練や演習の実施

5.1.4．provisionforcontinuous 

andjointtraininganddrillsinvolv‐ 

ingpersonnelofdifferentagencies 

concernedsoastoidentifyweak-

nessesintheexistingcoordmation 
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mechanismandensureitssmooth 

functioningwhenanemergencyac‐ 

tuallystrikes； 

第103巻第１号

5.1.5．各機関の相互の「陣取り合戦」

による資金争いを避けるため，効果的

な調整に充分間に合う資金の提供

5.1.5．provisionofadequatefunds 

foreffectiveCoordinHtiontoavoid 

competitionforfundsresulting 

frominter-agencyiIturf''battles． 

5.2．国際的な視野において災害により

よく闘うために，国際的な早期警戒体制

の確立を考えるべきである。

5.2．Ｅｓｔａｂｌｉｓｈｍｅｎｔｏｆａｎｉｎｔｅｒｎａ‐ 

tionalearlywarningsystemshould 

beenvisagedtobettercombatdisas‐ 

tersthataremternationalinscope． 

追補Annex 

1．今日のILOの第１の目標は，自由，

平等，安全そして人間としての尊厳とい

う条件のもとで，女性と男性がディーセ

ントで生産的な労働を得る機会を促進す

ることである。これにより，ＩＬＯのデ

ィーセント．ワーク．アジェンダの４要

素，すなわち，労働の諸権利，雇用，社

会保護および社会対話，の促進と矛盾し

ない政策が求められる。

ＬＴｈｅｐｒｉｍａｒｙｇｏａｌｏｆｔｈｅｌＬＯｔｏ‐ 

dayistopromoteopportunitiesfｏｒ 

ｗｏｍｅｎａｎｄｍｅｎｔｏｏｂｔａｉｎｄｅｃｅｎｔ 

ａｎｄproductiveworkiinconditions 

offreedom，ｅｑｕｉｔｙ，ｓｅｃｕｒｉｔｙａｎｄｈｕ‐ 

mandignity、Thisrequirespolicies

consistentｗｉｔｈｔｈｅｆｏｕｒｓｔｒａｎｄｓｏｆ 

ｔｈｅＩＬＯＩｓＤｅcentWorkAgenda,ｎａｍｅ‐ 

lythepromotionofrightsatworkI 

employment1socialprotectionandso‐ 

cialdialogue． 

2．これらの目的を達成するため，ＩＬＯ

理事会には，この「変わりゆく環境にお

ける公共緊急サービスの社会対話に関す

るガイドライン」が，政府や社会的パー

トナーおよびその他の主要な政策策定機

2．Toachievetheseobjectives，the 

GoverningBodyofthelLOisinvited 

torequesttheDirector-Generaｌｔｏｐｒｏ 

ｍｏｔｅａｎｄｆｏｌｌｏｗｕｐｔｈｅＧｍ”【伽CSO〃

socialdmlog14ej〃ｍｂ！ice"je廻己"ｃｙｓｅ浜
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対訳ILO「変わりゆく環境における公共｜

"icesj〃αｃﾊuFJgi"ｇｅ'1,j、""ｌｅ"l

throughapprop｢iatetechnicaladvi‐ 

so｢yseTvicesandteclmicalcoopera‐ 

Iiontoenableeffectiveapplication 

bygovernments･thesocialpartners 

andotherkeypolicy-makingbodies． 

｢変わりゆく環境における公共緊急サービスの社会対話に関するガイドライン」

関によって効果的に適用されるよう，適

切な技術的助言サービスと技術的な協力

を通じて，これを推進しフォローアップ

するよう事務局長に要請することが求め

られる。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
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publishedbytheIntemationalLa‐ 

bourOffice,Geneva，underthetiLle 
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